
令和６・７年度保険料率の改定結果について

○ 令和６・７年度保険料

（１）被保険者数は、令和６年度を「176.0万人」、令和７年度を「179.3万人」と推計した。

（２）医療給付費は、コロナ禍がなかったと仮定（医療費の大きい増減が無い）して、平成29年度～令和元年度の平均伸び率

「0.78%」を採用し、令和６年度を「1兆5,695億円」、令和７年度を「1兆6,110億円」と推計した。

（３）医療給付費は、診療報酬改定（診療報酬+0.88％、薬価△0.97％、材料価格△0.02％）の影響を令和６年度「△39.5億円」、

令和７年度「△17.8億円」、長瀬効果（※）による窓口２割負担の影響を令和６年度「△52.0億円」（医療費変化率△0.33％）、

令和７年度「△80.5億円」（医療費変化率△0.41％）と見込んだ。※ 実効給付率の変化に伴う医療費水準の変化

（４）所得係数（均等割と所得割の按分を決める係数）は「1.56」と推計したが、国の通知により制度改正の影響をすべて所得割額

で賄うため52/48を乗じた結果、均等割額と所得割額は「37.17:62.83」となった。

（５）被保険者の所得は、令和５年６月の確定賦課時点の所得を基とし、所得の伸び率を１年間あたり「0.32％」と見込んだ。

（６）市区町村の保険料予定収納率については「99.00％」とした。

（７）令和４・５年度に生じた剰余金「260億円」を全額計上した。

（８）保険料抑制のため、市区町村の財源を投入している特別対策等の所要額は「219億円」と見込んだ。

（９）審査支払手数料は国保連合会の資料に基づき、「64.90円」で算出した。

（１０）後期高齢者負担率は、医療保険制度改革の影響の有無が所得によって異なる。国の通知に基づき「12.67％（制度改正影

あり）」、 「12.24％（制度改正影響なし）」とした。

○ 保険料率算定の設定条件

①～④は本来保険料で賄うべきところ市区町村の財源で負担している

※１ 一部負担金（医療機関窓口支払分）が３割の方については、公費負担がなくなり、現役世代からの後期高齢者

支援金が約９割の拠出となる。

※２ 令和６年度の所得割率は、激変緩和措置により賦課のもととなる所得金額が58万円以下の方は8.78％、58万円を

超える方は9.67％となる。なお、令和７年度は全ての被保険者の方の所得割率が9.67％となる。

※３ 次の方は令和６年度に限り、激変緩和措置により、賦課限度額が73万円となる。

①昭和24年３月31日以前に生まれた方

②障害の認定を受け、被保険者の資格を有している方（障害の認定を受けていた方が、令和６年４月１日以降に75
歳になった後に、障害の認定を受けた後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有しなくなった場合を除く。）

○収支内訳

均等割総額

1,681億円

62.83%

均等割額＝均等割総額÷被保険者数

所得割総額
2,847億円

所得割率＝所得割総額÷被保険者全員の総所得金額

＝9.67%※2

賦課総額

4,528億円

＝47,300円37.17%

〇保険料率の算定方法

保険料額（年額）
100円未満切捨て

（限度額80万円※3）

均等割額 所得割額
賦課のもととなる所得金額

×所得割率

R4・5年度 R6・7年度 増減 増減率
104,842円 111,356円 6,514円 6.2%

R4・5年度 R6年度 増減 増減率
46,400円 47,300円 900円 1.9%

賦課のもととなる所得金額58万円以下 8.78% -0.71pt -7.5%
賦課のもととなる所得金額58万円超 9.67% 0.18pt 1.9%

104,842円 110,156円 5,314円 5.1%

R4・5年度 R7年度 増減 増減率
46,400円 47,300円 900円 1.9%

9.49% 9.67% 0.18pt 1.9%
104,842円 112,535円 7,693円 7.3%

所得割率

均等割額（年間）

一人当たり平均保険料額

一人当たり平均保険料額（年間）

均等割額（年間）

9.49%

所得割率
一人当たり平均保険料額（年間）

※賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額および山林所得金額ならびに株式・長期（短期）譲渡所得金額等の合計から地方
税法に定める基礎控除額（合計所得金額が2,400万円以下の場合は43万円）を控除した額（雑損失の繰越控除額は控除しない）。

賦課限度額の引き上げ

（限度額６６万円から８０万円に引き上げ）

均等割額は、令和６・７年度に限り、医療保険制度改革による負担増

が生じないようにする。所得割額は、令和５年中の賦課のもととなる

所得金額が58万円以下の方は、令和６年度に限り、制度改正による

負担が増加しないようにする。
※ただし、医療給付費の増加等による影響は除く。

出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの支援金（総額の

７％）を、令和６・７年度は２分の１とする。

その結果、一人当たりの保険料の増加は約641円/年程度となる。

賦課限度額の引き上げについては、原則として令和５年度までに

被保険者の資格があった方は、令和６年度に限り、賦課限度額が

７３万円になる。

出産育児一時金の支給額の増額に伴う後

期高齢者医療制度からの支援金の導入

後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と

現役世代で公平に支え合うため、後期高

齢者負担率について設定方法の見直し

（現役世代の一人当たりの支援金と伸び

率が同じになるよう後期高齢者の負担率

の引き上げ）

○ 医療保険制度改革による影響と激変緩和措置

激
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資料２－１

保険料で賄う割合が２年毎に後期高齢者負担率で定められる

一部負担金

（医療機関窓口支払分）

保険料

（約１割）

後期高齢者支援金（約４割）

国庫負担

４／１２

東京都

負担

１／１２

市区町

村負担

１／１２

医療費

保険で賄う医療給付費※１

公費負担（約５割）

（現役世代の負担分）

47,300円
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令和5年12月 6日

東京都後期高齢者医療広域連合長

吉住 健一

東京都後期高齢者医療財政安定化基金の交付について（協議）

高齢者の医療の確保に関する 法律（昭和57年法律第80条）附則第14条の規定に基づ

き、保険料率の増加の抑制を図るために財政安定化基金の交付を受けたいので協議します。

協議事項及び理由等は下記のとおりです。 特段のご配慮を賜りますよう、 よろしくお願

いいたします。

記

1 協議事項

(1) 令和6 • 7年度に 42億円の財政安定化基金を交付していただきたい。

(2) 財政安定化基金拠出率を 「零」としたい。

2 協議の理由等

(1) 制 度改正の影響により令和6 · 7年度に限り、 普通調整交付金が例年に比べ約42億

円減額される見込みであり、 その分、 保険料が上昇しています。

42 億円の財政安定化基金を交付していただければ、 令和6 • 7年度の平均保険料は

113, 774円から112, 718円となり、 前期比の増加は 8.5％から7.5％へ減少します。

今回保険料の上昇率は過去最大です。被保険者の負担を下げるために、財政安定化基

金を活用したいと考えております。

(2)広域連合としては、42億円の交付を受けた場合、都条例 で定めている拠出率の「零」

については改正不要と考えます。

理由といたしましては、 財政安定化基金の必要額を賦課総額の3％とした場合、 約

150億円があればよいことになります。国の通知では、拠出率は都と広域連合の協議に

より都が決めることとされておりますが、 42億円交付後の残高約170億円は、 十分な

額であると考えます。

3 回答期限

令和5年12月15日（金）

【担当】

東京都後期高齢者医療広域連合 保険部

保険課保険料係 小林 電話03-3222-4511

管理課保険財政担当係 齋藤笞 田嶋 電話03-3222-4414

東京都後期高齢者医療広域連合長
吉 住 健 一 殿

5 保医保国第 1327 号
令和 5 年 1 2 月 1 5日

東京都保健医療局長
雲 田 孝 司

：：： （公印省略）

東京都後期高齢者医療財政安定化基金の交付に関する協議について （回答）

日頃より、後期高齢者医療制度の適切な運営にご尽力いただき誠にありがとうございます。
先般、令和5年 12月6日付「東京都後期高齢者医療財政安定化基金の交付について（協議）」

により貴職より協議をいただいた、令和6 • 7年度保険料率の増加の抑制を図るための交付金
に東京都後期高齢者医療財政安定化基金 （以下「都基金」という）を充当することについて、
下記のとおり回答します。

記

都基金の設置目的は、高齢者の医療の確保に関する法律（以下「高確法」という。） 第116条
の規定に基づき、保険料未納や給付費見込み誤り等による財政不足が生じた際に交付・貸付を
行うことであり、保険料率の増加の抑制を図るための交付は、 高確法附則 第 14 条に定められ
た特例措置です。 また、厚生労働省保険局高齢者医療課による令和5年9月20日付事務連絡
においても、令和6 • 7年度に保険料増加抑制のために財政安定化基金から交付を見込む場合
には、各都道府県が設定する拠出率は原則0となることを想定しているとあり、さらに、次期
保険料率改定において保険料増加要因となり得ることに留意することとあります。

一方、貴職が後期高齢医療広域連合特別会計調整基金条例に基づき設置した後期高齢医療広
域連合特別会計調整基金 （以下「調整基金 」という）は、保険料を後期高齢者医療給付費等に
充てるため年度間で調整することが目的とされています。 また、貴職が現在提示している令和
6 • 7年度保険料率の算定案では、調整基金から約250億円を活用することとなっています
が、東京都後期高齢者医療広域連合協議会などの資料では、調整基金の令和5年度末残高見込
みは約447 億円となっており、保険料率の算定のために活用しても一定の残額があることが
見込まれています。

都基金、調整基金のそれぞれの趣旨や、調整基金の残高状況に鑑み、令和6 • 7年度保険料
率のさらなる増加抑制を行う場合は、まず、調整基金の活用を検討するよう高確法第 133 条に
基づく技術的助言を行います。

資料２－２



単位：円

均等割額 所得割率 増減額 増減率 増減額 増減率

0円 153万円 × 7割軽減 － 13,900 14,100 200 1.4% 14,100 200 1.4%
15万円 168万円 △ 7割軽減 50％軽減 21,000 20,700 -300 -1.4% 21,400 400 1.9%
20万円 173万円 △ 5割軽減 25％軽減 37,400 36,800 -600 -1.6% 38,100 700 1.9%
44万円 197万円 △ 5割軽減 軽減なし 64,900 62,200 -2,700 -4.2% 66,100 1,200 1.8%
58万円 211万円 △ 2割軽減 軽減なし 92,100 88,700 -3,400 -3.7% 93,900 1,800 2.0%
68万円 221万円 〇 2割軽減 軽減なし 101,600 103,500 1,900 1.9% 103,500 1,900 1.9%
87万円 240万円 〇 軽減なし 軽減なし 128,900 131,400 2,500 1.9% 131,400 2,500 1.9%

229.5万円 400万円 〇 軽減なし 軽減なし 264,100 269,200 5,100 1.9% 269,200 5,100 1.9%
647.5万円 880万円 〇 軽減なし 軽減なし 660,000 673,400 13,400 2.0% 673,400 13,400 2.0%
706.4万円 942万円 〇 軽減なし 軽減なし 660,000 730,000 70,000 10.6% 730,300 70,300 10.7%
778.5万円 1017万円 〇 軽減なし 軽減なし 660,000 730,000 70,000 10.6% 800,000 140,000 21.2%

単位：円

均等割額 所得割率 増減額 増減率 増減額 増減率

× 7割軽減 － 13,900 14,100 200 1.4% 14,100 200 1.4%
△ 5割軽減 50％軽減 30,300 30,200 -100 -0.3% 30,900 600 2.0%
△ 5割軽減 25％軽減 37,400 36,800 -600 -1.6% 38,100 700 1.9%
△ 2割軽減 軽減なし 78,800 76,400 -2,400 -3.0% 80,300 1,500 1.9%
△ 軽減なし 軽減なし 101,400 98,200 -3,200 -3.2% 103,300 1,900 1.9%
〇 軽減なし 軽減なし 110,900 113,000 2,100 1.9% 113,000 2,100 1.9%
〇 軽減なし 軽減なし 128,900 131,400 2,500 1.9% 131,400 2,500 1.9%
〇 軽減なし 軽減なし 264,100 269,200 5,100 1.9% 269,200 5,100 1.9%
〇 軽減なし 軽減なし 660,000 673,400 13,400 2.0% 673,400 13,400 2.0%
〇 軽減なし 軽減なし 660,000 730,000 70,000 10.6% 730,300 70,300 10.7%
〇 軽減なし 軽減なし 660,000 730,000 70,000 10.6% 800,000 140,000 21.2%

（１）公的年金収入のみの単身者の場合

均等割額 所得割率 増減額 増減率 増減額 増減率

15万円 168万円 △ 7割軽減 50％軽減 21,000 20,700 -300 -1.4% 21,400 400 1.9%

20万円 173万円 △ 5割軽減 25％軽減 37,400 36,800 -600 -1.6% 38,100 700 1.9%

15万円 168万円 △ 7割軽減 軽減なし 28,100 27,300 -800 -2.8% 28,600 500 1.8%

20万円 173万円 △ 5割軽減 軽減なし 42,100 41,200 -900 -2.1% 42,900 800 1.9%

15万円 168万円 △ 7,100 6,600 -500 -7.0% 7,200 100 1.4%

20万円 173万円 △ 4,700 4,400 -300 -6.4% 4,800 100 2.1%

（２）給与所得または事業所得のみの単身者の場合

均等割額 所得割率 増減額 増減率 増減額 増減率

△ 5割軽減 50％軽減 30,300 30,200 -100 -0.3% 30,900 600 2.0%

△ 5割軽減 25％軽減 37,400 36,800 -600 -1.6% 38,100 700 1.9%

△ 5割軽減 軽減なし 37,400 36,800 -600 -1.6% 38,100 700 1.9%

△ 5割軽減 軽減なし 42,100 41,200 -900 -2.1% 42,900 800 1.9%

△ 7,100 6,600 -500 -7.0% 7,200 100 1.4%

△ 4,700 4,400 -300 -6.4% 4,800 100 2.1%

※3　オレンジで塗りつぶしたセルは同じ総所得金額等でも軽減割合や計算結果が異なるもの。

　　20万円

※1「賦課のもととなる所得金額」とは、前年の総所得金額および山林所得金額並びに株式・長期（短期）譲渡所得金額等の合計（総所得金額等）から地方税法
に定める基礎控除額（合計所得金額が2,400万円以下の場合は43万円）を控除した額です（雑損失の繰越控除額は控除しません）。

※2 R6年度及びR7年度の所得割率の軽減割合はR5年度と同様と見込む。

　　15万円

　　20万円

R5年度との増減
R7年度

R5年度との増減

　　15万円

　　20万円

　　15万円

R5年度との増減
R7年度

R5年度との増減

制度改正
影響

軽減割合※2
保険料額（年額）

R5年度 R6年度
賦課のもととなる

所得金額※1

706.4万円
778.5万円

③東京都独自の所得割軽減を行わなかった場合との比較

賦課のもととなる
所得金額※1

年金収入に
換算した場合

制度改正
影響

軽減割合※2
保険料額（年額）

R5年度 R6年度

58万円
68万円
87万円

229.5万円
647.5万円

R7年度
R5年度との増減

0円
15万円
20万円
44万円

②給与所得または事業所得単身者で試算

賦課のもととなる
所得金額※1

制度改正
影響

軽減割合※2
保険料額（年額）

R5年度 R6年度
R5年度との増減

R5年度 R6年度
R5年度との増減

R7年度
R5年度との増減

①公的年金収入のみの単身者で試算

賦課のもととなる
所得金額※1

年金収入に
換算した場合

制度改正
影響

軽減割合※2
保険料額（年額）

令和６・７年度後期高齢者医療保険料額比較表（試算例）

所得割率
賦課のもととなる所得金額58万円以下 8.78%

9.67%
賦課のもととなる所得金額58万円超 9.67%

【特別対策あり最終案】

R6年度 R7年度

均等割額 47,300円

軽
減
有

軽
減
無

差

軽
減
有

軽
減
無

差
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